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1010010
構造改革特別区域法に基づく計画申
請主体の対象拡大

構造改革特別区域計画の申請主体は、地方公
共団体に限定されているが、民間事業者も単独
で申請することができるとする提案である。

構造改革特別区域法に基づく規制の特例を活用しようとする場合、①地方公共団体が
当該事業（今回は老人福祉法の特例）に関する計画認定を受け、②民間事業者が都道
府県知事に申請し、認定されてから規制の特例の活用が行える。
今回の提案は、計画の申請主体を民間事業者も行えることにし、事務手続きの簡素化
により特例の活用を迅速に行えるようにするための提案である。

■提案理由
施設運営は、一定の複数施設で運営を行った方が、人員確保面、給食、消耗品、設備
などの仕入れ設置面で、より効率的な経営が可能となる。現状想定してる区域のひとつ
である横浜市は26年度末までに約1000床を増やす計画を持つが、該当特区法を横浜
市に申請しても、短期間に複数の施設運営を認可されることは可能性が低いと思われ
る。故に近隣で施設不足地域を求め、地方自治体へ個別に申請を行うことになるが、こ
れでは民間事業体の営業資産が分散し、非常に非効率となる。そこで特例措置として
申請先を国とし、国により設置運営事業体としての適性を認められた上で、個々の自治
体と事業計画を立案し、事業進行することで、効率的な展開が可能となる。
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